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1．調査研究報告書の意義
　2020年オリンピック・パラリンピック競技大会が
東京で開催されることになった（以下、当該大会を
「東京2020大会」という）。周知のように、オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会は世界最大のスポーツ
の祭典であり、その従来の開催地にさまざまな影響
を与えてきた。例えば、ロンドン2012大会において
は、インフラストラクチャーや都市構造などのハー
ドな都市環境の整備とともに、都市住民の生活スタ
イルや環境意識などソフトな面においても変革がも
たらされた。当然のことながら、東京2020大会におい
ても、大会そのものの成功だけでなく、ハードやソフ
トの面での好影響が期待されている。しかも、それら
の好影響が東京2020大会の会場が集中する東京都
区部の臨海地域だけでなく、その周辺の多摩地域や
東京島しょ地域にどのようにして及ぶのかは、ある
いはいかにして及ぶようにするのかは、東京2020大
会のレガシー（遺産）を考えるうえでも重要な検討
課題となる。
　本報告書の意義を語る際に考慮しなければなら
ないことは、東京1964大会と東京2020大会との比較
である。2つの大会の比較に関しては、本報告書の
冒頭でも総括されているように、課題や目標が大き
く異なっている。東京1964大会は戦後復興と経済発
展を課題として、既存の先進国と並ぶ経済大国とし
ての日本とそれを支える大都市としての東京をアピ
ールしなければならなかった。そのため、首都高速
道路や東海道新幹線などのハードなインフラストラ
クチャーの建設が重要であった。それらのレガシー
はその後の日本の高度経済成長を支え、東京の一
極集中化やグローバルシティ化を促す原動力にな
った。他方、東京2020大会では成熟社会が抱える諸
問題を解決する先進国の持続的な姿が目標となり、
高齢化・少子化社会や環境・エネルギー問題など
都市環境の質的向上が課題として挙げられている。

そのため、都市環境のハード面での整備も重要であ
るが、ソフト面での充実が求められ、それが東京
2020大会のレガシーとしての根幹になっている。
　以上に述べた大会の課題と目標の比較を踏まえ
て、本報告書は東京2020大会が多摩・島しょ地域に
どのような影響を及ぼすのか、さらにその影響が地
域の将来に何を残すのかを文献調査や統計分析、
及び市町村と住民へのアンケートや関係各所への
ヒアリング調査に基づいて分析し考察・議論してい
る。本報告書は5章で構成されており、第1章では
本調査研究の概要（背景、目的、方法）が述べられ、具
体的な内容は第2章以降で議論されている。第2
章は、多摩・島しょ地域における東京2020大会開催
の意義とレガシー創出について、第3章は多摩・島
しょ地域における東京2020大会に向けた取組の状
況と課題について検討している。それらを受けて、
第4章では多摩・島しょ地域の東京2020大会に関
わる特性が把握され、第5章では多摩・島しょ地域
における東京2020大会のレガシー創出に向けた取
組がさまざまなシナリオに基づいて提言されてい
る。

2．�多摩・島しょ地域における東京2020大
会開催のレガシー創出

　一般的にいえば、オリンピック・パラリンピックの
レガシーは、オリンピックの招致・開催を契機にして、
開催地及び開催国にもたらされる長期的、かつ広範
なポジティブな影響とされている。IOCによれば、オ
リンピック・パラリンピックのレガシーは「スポーツ」、
「社会」、「環境」、「都市」、「経済」の5つのカテゴリー
に分類されており、多くの人びとは経済波及効果を
意識し重視する傾向にある。本報告書でも多摩・島
しょ地域における東京2020大会開催に伴う経済波
及効果が簡易試算されている。それによれば、経済
波及効果は生産誘発額が2,552億円（東京都全体の

15.2％）、付加価値誘発額950億円（11.1％）、雇用者所
得誘発額518億円（11.1％）、雇用誘発数12,750人（15.2
％）である。これらの数値をみて、多摩・島しょ地域の
ポテンシャルに見合うものであるかが重要である。
人口規模と地域面積、あるいは小売業年間販売額
や製造品出荷額などの経済活動を勘案すると、多
摩・島しょ地域のポテンシャルは東京都全体の20％
から30％の経済波及効果を享受することができる
はずである。
　以上のように考える一方で、オリンピック・パラリ
ンピックのレガシーが、経済波及効果だけでないこ
とも重要である。本報告書では、レガシーのもう1つ
の分類として、スポーツ施設や交通インフラなどの
「有形のレガシー」（ハード）と、ボランティア文化や
人びとの意識変化などの「無形のレガシー」（ソフト）
を挙げており、非経済的（プライスレスな）効果の重
要性を強調している。レガシーに関する重要な論点
の材料として、本報告書はロンドン2012大会の事例
を解説し、東京2020大会の目指すべきレガシーの在
り方として正鵠を得た議論を行っている。確かに、ロ
ンドン2012大会では、交通インフラや都市施設を整
備し、それらがオリンピック・パラリンピック後の都
市観光を誘引し、経済成長の原動力になったことは
自明である。しかし、それ以上のレガシーとして、イ
ースト・ロンドンの再生などのまちづくりが都市住
民のボトムアップ型で行われるようになり、それにと
もなってコミュニティの一体化が進められた。さら
に、オリンピック・パラリンピックを契機にして、スポ
ーツを取り込んだ健康的な都市生活が根づくよう
になった。まさに、無形レガシーが都市環境や都市
生活に根づいたことになり、その社会的持続性は
IOCの目指すべき波及効果の理想形となっている
はずである。
　ロンドン2012大会におけるレガシー創出の成功
事例を踏まえて、多摩・島しょ地域のレガシー創出
は「スポーツ・健康」、「障がい者」、「まちづくり」、「文
化・教育」、「経済・観光」の5つの分野で行われるこ
とが想定されている。IOCの5つのレガシーのカテ
ゴリーと比較すると、多摩・島しょ地域のレガシーに
おいては「環境」が欠落しているが、決して無視され
ているわけではない。想定された5つの分野の基盤

として都市環境の整備があり、それはハードからソ
フトまでの、あるいは自然環境から物理的環境まで
の整備を含んでいる。また、IOCのレガシーカテゴリ
ーにない分野として「障がい者」があり、それこそが
成熟社会を充実させるポイントになる。つまり、高齢
者や障がい者とともに生活する健全な社会を構築
するため、いつでもどこでも誰でも快適さを享受で
きる地域社会の創出が求められ、そのようなユニバ
ーサルデザインの都市環境が必要になる。それは、
東京2020大会で世界に発信する立派なレガシーに
なる。

3．�多摩・島しょ地域における東京2020に
向けた取組

　多摩・島しょ地域におけるレガシーの創出は5つ
の分野で行われるという想定が、絵に描いた餅に終
わらないためにも、レガシー創出に関する自治体の
取組やロードマップが重要になる。「スポーツ・健康」
分野では、あらゆる世代がスポーツや運動を行う機
会や環境を充実させる取組が基本となり、遊歩道や
サイクリングロードなどの整備・改修に期待が多く
寄せられている。その際、多摩・島しょ地域の自然環
境や緑環境の活用は地域資源を生かすという観点
からも重要になる。また、事前キャンプ誘致による国
際交流や教育への効果も期待されている。しかし、
このような誘致実績はなく、誘致に関する積極的な
取組が課題となる。「障がい者」の分野は取組として
遅れているが、成熟社会の都市環境においては必
要不可欠な取組であり、東京2020大会が世界に向
けて発信できる取組の1つである。いわば、ユニバ
ーサルデザインの都市環境のハードからソフトに及
ぶモデルを多摩・島しょ地域から発信できることは
レガシーとして意味深いものになる。
　本報告書はハードな「まちづくり」分野への影響
を相対的に大きくないと想定しているが、当該分野
への取組に関する住民の期待度は高い。しかし、取
組の多くはインバウンドの受け入れ環境を充実さ
せるという観点で行われる傾向にあり、「住んでよ
し、来てよし」のまちづくりの観点が欠けている。本
報告書で紹介されたロンドン2012大会の事例のよ
うに、「住んでよし、来てよし」のまちづくりはコミュニ
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